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 ４ 行政相談 

 

  (1) 行政相談の機能と受付窓口 

    行政評価局では、国の行政機関等の業務(注)に関する国民の苦情や意見・要望を受け付

け、関係行政機関等にあっせんを行うことにより、その解決や実現を促進するとともに、

それらを行政の制度・運営の改善に反映させている。 

（注） 国の行政機関の業務のほか、次のものを含む。 

ⅰ）独立行政法人・特殊法人等の業務 

ⅱ）地方公共団体の業務で法定受託事務 

ⅲ）国の委任又は補助に係る業務 

    また、全国の市（区）町村ごとに、行政相談委員法（昭和 41 年法律第 99 号）に基づき

総務大臣から委嘱された行政相談委員（約 5 千人）が配置されている。行政相談委員は、

国民からの苦情等を受け付け、相談者に必要な助言を行うとともに、関係行政機関等に対

しその苦情等を通知し、その解決を促進するなどにより、国民の身近な行政相談窓口とし

て活躍している。 

    なお、行政相談委員の中から、全国で 196 人（平成 26 年度）の男女共同参画担当委員

が行政評価局長により指名されており、男女共同参画に関する施策についての苦情等を直

接受け付けるほか、他の行政相談委員への情報提供、アドバイス等の支援を行っている。 

    苦情、意見・要望は、次の窓口で受け付けている。 

 

○ 管区行政評価局 
  行政評価事務所 

・・・ 全国の都道府県庁所在地等に設置（50 か所） 

面談、電話、ＦＡＸ、手紙及びインターネットによる受付

 ・ 行政苦情 110 番 ・・・ 相談受付のための専用電話（休日・夜間は留守番電話） 
全国共通の電話番号 ０５７０－０９０１１０

おこまりならまるまるくじょ－ひゃくとおばん

 

 ・ インターネット ・・・ 総務省のホームページから 24 時間受付 

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/soudan.html 

 ・ 総合行政相談所 ・・・ 関係行政機関の参加を得て、全国 19 都市のデパート等で

定期的に開設 

○ 行政相談委員 ・・・ 総務大臣が委嘱した民間のボランティア。全国の市（区）

町村ごとに配置（全国で約 5千人） 

 

  (2) 行政相談の役割と特色 

    総務省の行政相談は無料で利用でき、行政事件訴訟や行政不服審査等と比べて、その手

続が簡易・迅速である。また、相談者と所管の行政機関等との間に立って、公正・中立の

立場から苦情の解決を促進しており、各府省が所管行政について当事者の立場から行って

いる苦情相談と比べて、次のような特色がある。 
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   ① 国の行政活動全般に及ぶ幅広い苦情に対処 

     あっせんの対象は、全府省の業務のほか、独立行政法人・特殊法人等の業務、地方公

共団体の業務で法定受託事務に該当するもの、国の委任又は補助に係る業務であり、国

の行政全般に及んでいる。 

     したがって、担当の行政機関が不明でどこに相談してよいか分からない問題や、複数

の行政機関にまたがるため、連絡・調整が必要である問題についても、適切に対処でき

る。 

 

   ② 管区行政評価局・行政評価事務所及び行政相談委員の連携 

     苦情等がどの地域の問題であっても、管区行政評価局・行政評価事務所及び行政相談

委員が連携して対応し、解決を促進している。 

 

   ③ 行政の制度・運営の改善 

     行政の制度及び運営の基本に関するもので、通常のあっせん手法では解決が困難な相

談については、民間有識者で構成される行政苦情救済推進会議に付議し、また、同種・

類似の苦情の発生が予想される問題については、行政評価・監視機能を活用して、苦情

の原因となっている行政の制度・運営そのものの改善を図っている。 

 

 

＜総務省の行政相談の仕組み＞ 
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 ５ 年金記録確認第三者委員会 

 

   年金記録確認第三者委員会（以下「第三者委員会」という。）は、いわゆる年金記録問題

が国民生活に直結する切実かつ深刻な問題であることから、早期に国民の不安の解消を図り、

年金記録の確認について公正な判断を示すため、安倍内閣総理大臣からの指示を受けて、平

成 19 年 6 月 22 日に、総務省組織令の一部を改正する政令（平成 19 年政令第 185 号）及び

年金記録確認第三者委員会令（平成 19 年政令第 186 号）の施行により総務省に臨時の機関

として緊急に設置された（注 1）。 

   第三者委員会は、年金記録に係る申立てに関し、国民の立場に立って公正な判断を行って

あっせん案等を作成し、これを踏まえ、総務大臣から厚生労働大臣（平成 21 年 12 月までは

社会保険庁長官。以下同じ。）に対し、総務省設置法（平成 11 年法律第 91 号）第 4 条第 21

号（注 2）の規定に基づくあっせんを行い、厚生労働大臣は、「経済財政改革の基本方針 2007」

（平成 19 年 6 月 19 日閣議決定）に基づき、これを尊重して記録の訂正を行うものである。 

第三者委員会のうち、年金記録確認中央第三者委員会（以下「中央委員会」という。）は、

①基本方針その他重要事項の調査審議、②年金記録確認地方第三者委員会（以下「地方委員

会」という。）があっせん案等を作成するに際しての先例となる事案の調査審議などを行い、

公正な判断のための基準等や運営の考え方を示すとともに、全国で統一的な運用を図るため

の整合性を確保するという役割を果たしている。 

   他方、地方委員会は、年金記録に係る個々の申立てに対するあっせんに関する調査審議を

行い、あっせん案等を作成している。 

   なお、第三者委員会の各委員は、法曹関係者、年金実務に精通した者などが、非常勤の国

家公務員として任命されている。 

  （注 1） 平成 26 年 6 月に政府管掌年金事業等の運営の改善のための国民年金法等の一部を改正する法律が成立

し、厚生労働省において年金記録の訂正手続が開始されたため、第三者委員会については、平成 27 年 7

月 1日に廃止された。 

  （注 2） 総務省設置法第 4条第 21 号（抄） 

      「各行政機関の業務（略）に関する苦情の申出についての必要なあっせんに関すること」 

【年金記録の訂正に至る手順】 
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